
　基本調査は、東日本大震災に伴う、東京電力福島第一原子力発電所事故による放射
線の影響を踏まえ、放射線による外部被ばく線量を行動記録から推計し、推計結果を
各人にお知らせするとともに、将来にわたる県民の健康の維持、増進につなげていく
ことを目的として開始されました。
　具体的には対象者の方に、問診票を配布し、事故後４か月間の行動記録を記入して
いただきます。問診票に記入された行動記録を基にして、放射線医学総合研究所が開
発したプログラムを使って、外部被ばく線量を推計します。基本調査の対象となって
いる事故後４か月間は、空間線量率が高く、この時期の外部被ばく線量の把握が最も
重要です。
　また、個人個人の推計値を集約し、統計処理することで、福島県における被ばくと
健康影響についての解析を行うためにも活用されます。
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　行動記録を調査するための対象となる期間は、2011年３月11日～７月11日の４か
月間です。
　基本調査の対象者は震災当時県内に住民登録があった方、約206万人です。住民登
録が県外にある方でも、この期間内に県内に居住していた方、県内に通勤、通学して
いた方、あるいは一時滞在された方々は対象者に含まれます。
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　基本調査で行動記録等を記入いただく問診票は、３月11日から３月25日までの行
動については１時間単位で記入いただくものです。なお、記入が難しいとのご指摘を
受けて、記入内容を簡略化した「簡易版」問診票を2013年11月より導入しました。
　ただし、精度管理上、簡易版の利用は、震災後４か月間に避難や引っ越し等で生活
の場の大きな変化が１回以下の方のみが対象となります。
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　基本調査では、行動パターン調査の結果と線量率マップを組み合わせて、外部被ば
く線量評価が行われています。対象者の方に記入いただいた、この調査期間にどこに
どれだけ、どのような建物の中にいたか、といった行動の記録と線量率マップを組み
合わせて、線量を評価しています。
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　使用している線量率マップは文部科学省（当時）のモニタリングデータが用いられ
ています1。
　1.  文部科学省（当時）が公表しているモニタリングデータが利用できない2011年３月12日から15

日のうち、３月12日から14日までの３日間は、2011年６月に原子力安全・保安院（当時）が
公表した放射性物質の放出量データを用いて、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム
（SPEEDI）により計算された結果を適用しました。３月15日については、３月16日のデータと
同じとし、３月16日以降については、文部科学省（当時）が公表しているモニタリングデータを
利用しました。
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　これまでの回答数は56万9,188件です（回答率27.7％）。
　なお、回答率が約27%から大きく変化しないことを踏まえて、線量分布の「代表
性」に関する調査が2015年度に行われました。この調査の結果、県内７方部（地域）
において今までに得られた回答に基づく線量分布は、それぞれの方部を代表するもの
で、偏りのない縮図になっていると考えられました。

　詳細は、下記のウェブサイトをご参照ください。
　 https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/529182.pdf
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　2022年３月31日までに推計が行われた累計55万4,929人のうち、推計期間４か月
間すべての行動記録を提出いただいた方が47万6,189人。そこから放射線業務従事経
験者を除いた46万6,972人の推計結果を地域別に示したものです。地域別にみてみる
と、県南地域では88.2％、会津・南会津地域では99.3％、相双地域では77.3％、い
わき地域では99.1％の方が１ミリシーベルト未満となっています。また、最大値は
相双地域の方の25ミリシーベルトでした。
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